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令和４年度卒後臨床研修の効果的な実施のための調査検討事業 

の実施について 

 

 

標記事業について、別紙「令和４年度卒後臨床研修の効果的な実施のための

調査検討事業実施要綱」のとおり定めることとしたので、御了知の上、事業を

円滑に運用されたい。 
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別 紙 

 

令和４年度卒後臨床研修の効果的な実施のための調査検討事業実施要綱 

 

第１ 目的 

医療現場における薬剤師の業務については、近年のチーム医療の進展や薬物

療法の高度化・複雑化等に対応するため、臨床での実践的な対応が必要である

ことから、薬剤師免許取得後に医療機関等における実地研修（以下「卒後研修」

という。）の充実が求められている。厚生労働行政推進調査事業費補助金「薬

剤師の卒後研修カリキュラムの調査研究」（研究代表者：山田清文 名古屋大

学医学部附属病院教授（令和１～３年度））（以下「調査研究」という。）に

よると、大学病院等では独自のカリキュラムで卒後研修が実施されているが、

その実施内容や養成する薬剤師は様々であり、卒後研修で必要とされるカリキ

ュラムの考え方が存在せず、卒後研修が効果的に実施できていないことが課題

としてあげられている。 

そのため、卒後研修の現状、課題及び調査研究で検討された卒後研修プログ

ラムの考え方等を踏まえ、卒後研修をモデル事業として実施し、卒後研修の効

果的な実施のための調査・検討を行うことにより、将来的な薬学教育における

卒前の臨床教育との連携を見据え、医療機関等において用いられる標準的な卒

後研修カリキュラムの作成に繋げることを目的する。 

 

第２ 事業実施者 

本事業の実施者は以下の全ての要件を満たす法人とする。なお、事業実施者

は事業の一部を再委託することができる。 

（１）公益法人又は公益性を有する活動を実施しているものとして認められ

る法人であること。 

（２）本事業を適切に実施できる能力を有する法人であること。 

（３）本事業の実施及び運営について、幅広い知見と経験を有していること。 

（４）医療や薬学教育（卒後臨床研修を含む）について、幅広い知見と経験を

有していること。 
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第３ 事業内容 

１ 実施すべき事業について 

（１）事業の実施体制 

事業実施者である法人が中心となり、上記第 1 の目的及び下記（２）～

（４）を踏まえ、各地域における卒後臨床研修のモデル事業の具体的な実

施内容を含む実施計画書（任意様式）を策定し、計画に沿って本事業を実

施すること。 

 

（２）モデル事業の実施 

厚生労働行政推進調査事業費補助金「薬剤師の卒後研修カリキュラムの

調査研究」（研究代表者：山田清文 名古屋大学医学部附属病院教授 （令

和１～３年度））を踏まえ、各地域の医療機関等において卒後臨床研修を

モデル事業として実施する。 

具体的には、各地域において卒後臨床研修プログラムを策定し、薬剤師

免許取得後の薬剤師を対象に、同プログラムに基づいて医療機関等におけ

る卒後臨床研修を実施すること。本事業における卒後研修は、卒前実習並

びに専門薬剤師研修との連携・接続を踏まえた内容とし、日常的に遭遇す

る疾患の薬物治療において、服薬指導、薬物治療管理等に必要な実践的な

知識・技能・態度を習得することを目標とすること。研修対象者としては、

薬局勤務を希望する者も含めること。 

なお、事業の実施に際しては、別添並びに「令和３年度卒後臨床研修の効

果的な実施のための調査検討事業」で得られた結果・課題も踏まえ、プロ

グラムの内容、適切な研修期間の設定、研修施設の選定を行うとともに、

研修の効果測定（アウトカム評価）を行うこと。 

また、各地域の薬剤師会・病院薬剤師会等の関係団体とも協力しながら

実施すること。 

 

（３）卒後臨床研修のあり方等に関する検討 

モデル事業の実施結果を踏まえ、医療機関等の規模・機能、医療機関－薬

局連携等の各地域における卒後臨床研修の実施体制、及び実施した卒後臨

床研修プログラム等に関する課題の抽出を行うと共に、これらの課題を解

決するための方策や卒後臨床研修の効果的な実施、卒前の臨床教育と卒後
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臨床研修の効果的な連携のあり方等について検討を行うこと。また、検討

結果を踏まえ、卒後臨床研修プログラムを含む卒後臨床研修の実施のため

のガイドライン（案）を策定すること。 

 

（４）最終報告書の作成及び実施成果等の情報発信 

本事業の実施後、事業の実施計画書及び実施結果、並びに上記（３）の検

討内容を含む最終報告書（任意様式）を作成すること。 

さらに、事業の実施成果等について、以下のような方法で情報発信を行

うこと。情報発信の時期については、令和５年度以降となっても差し支え

ないが、その際は、実施する情報発信の内容を報告書に記載すること。 

・報告書のホームページへの掲載等による情報発信 

・地域の薬剤師会等の研修会での発表、広報誌への掲載 

・医学薬学等に関する学会における発表や学術論文の投稿 

 

２ 留意事項について 

本事業の実施者は、以下の点に留意して事業を行うこと。 

（１）モデル事業の実施にあたっては、８つの地域ブロック（北海道、東北、

関東甲信越、東海北陸、近畿、中国、四国、九州沖縄）からそれぞれ１か

所以上の医療機関等を選定すること。なお、各地域の研修生は複数名ずつ

確保することが望ましい。 

 

（２）本事業の実施期間中、厚生労働省医薬・生活衛生局総務課の求めに応じ

て、事業の進捗状況等を報告すること。また、事業の実施状況に関して厚

生労働省が確認を行う場合があるため、その際には協力すること。 

 

第４ その他の事務手続きについて 

１ 上記第３ １（１）で作成した実施計画書については、令和４年度卒後臨

床研修の効果的な実施のための調査検討事業費補助金交付要綱（以下「交付

要綱」という。）で定める事業計画書に添付すること。 

 

２ 上記第３ １（４）で作成した報告書については、交付要綱で定める実績

報告書に添付すること。 
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３ 本事業の実施に際し、疑義が生じた場合には、厚生労働省医薬・生活衛生

局総務課と相談すること。 

 

第５ 実施期間 

本事業の実施期間は基準額通知の発出日以降の実際に事業を開始する日

とし、事業終了予定期日は、当該年度の３月 31日までの日とする。 

 

第６ 経費負担等 

国は予算の範囲内で、交付要綱により交付するものとする。 

 

第７ 適用時期 

この要綱は、令和４年６月６日より適用する。 

 



 

 

 

（別添） 

研修プログラムの内容 

１．研修プログラムの計画 

○ 医療機関での病棟業務研修は特に重要であり、担当患者を持った上で、責任

を持って対応・実践する内容をプログラムに含めることとする。内科系・外

科系を中心に、病棟業務の中で多職種連携を通してチーム医療の中での薬

剤師の役割を理解するとともに、自らの主体的な介入によりどういった患

者アウトカムに繋がったかを経験することとする。 

○ 入院患者の薬物治療管理にあたって必要な業務を主体的に行う。具体的な

内容は以下のとおり。 

調剤・鑑査、患者情報（病名、臨床検査値等）の把握、処方提案、病棟

での服薬指導、副作用モニタリング、TDM、DI、カンファレンス等への参

加、無菌調整、手術室関連業務（周術期）、救急医療、感染対策、医薬品

の管理等 

○ 卒直後の薬剤師を対象とする研修プログラムとして、調剤・鑑査は必須であ

り、６カ月以上のプログラムに含めることとする。その上で、基本的な調剤

のプログラムを自医療機関・薬局で行えるのであればそういった形も可能

（例：３カ月自薬局＋３カ月研修先の医療機関（病棟業務））。ただし、病棟

業務研修で経験できる病棟は限られることから、調剤業務において患者情

報（カルテで原疾患・合併症、臨床検査値、レジメン等）を確認しながら幅

広い診療科・患者の薬物治療管理の理解を深めることは重要であることか

ら、医療機関での調剤研修の期間を設けることが望ましい。 

○ 薬局研修では、在宅業務が最重要であり、プログラムに含めること望ましい。 

○ ４月スタートではないことを踏まえ、モデル研修の開始時に、既に所属機関

で実施済みの研修内容も踏まえ、研修プログラムの内容・期間を検討するこ

とも可能とする。 

 

２．研修日程・実施期間 

 
研修期間は６カ月以上とする。そのうち、少なくとも医療機関での病棟業務

（対人業務）３カ月程度となるように計画すること。 


